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総合資源エネルギー調査会 電力・ガス事業分科会 電力・ガス基本政策小委員会 

ガス事業制度検討ワーキンググループ（第11回）審議概要 

 

 

１．日 時 ２０１９年１２月２５日（水） １０：３０～１２：０５ 

 

２．場 所 経済産業省本館１７階 国際会議室 

 

３．出席者＜委員＞  

山内座長、市村委員、大石委員、男澤委員、柏木委員、橘川委員、草薙委員、 

武田委員、二村委員、又吉委員、松村委員、山野委員 

＜オブザーバー＞  

佐藤 美智夫 東京電力エナジーパートナー株式会社 取締役副社長 

沢田  聡 一般社団法人日本ガス協会 専務理事 

戸出  繁 国際石油開発帝石株式会社 国内エネルギー事業本部  ガス事業企

画ユニット ジェネラルマネージャー 

松村 光祥(代) 石油資源開発株式会社 経営企画部 ガス政策グループ部長 

冨士元 宏明 ＪＸＴＧエネルギー株式会社 リソーシズ＆パワーカンパニーガス

事業部長 

＜経済産業省＞  

下堀ガス市場整備室長、 他 

 

４．議事次第 

  1．開会 

  2．説明・自由討議 

⑴ LNG 基地の第三者利用に関する報告 

⑵ 熱量バンド制に関する検討 

3．閉会 

 

５．議事概要  

座長より 

「熱量バンド制に関する検討」に関連し、後半の部分でガスの需要家様からのヒアリング

実施を考えており、その内容について傍聴を認め、議事録を公開することにより発言者また

は発言内容を特定されることにより自由な審議の妨げになるおそれがあるとの考えから、後

半の部分を非公開とし開催させていただきたい。 

 

事務局より資料説明後、自由討議 

議題１  

＜LNG基地の第三者利用に関する報告＞ 
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事務局より 

⚫ LNGサテライト基地の初期建設費用等についてのアンケート結果を報告した 

 

アンケート結果を踏まえた今後の対応方針 

⚫  LNG基地建設にあたっては規模の経済性が働き、サテライト基地建設にあたっての貯槽

容量あたりの初期費用は、一次受入基地建設の場合に比して一定程度高くなることが確認さ

れた。 

⚫  LNG基地の建設には多額の投資が必要となることに加え、特に大都市圏ではその立地可

能地点が限定的であることを踏まえれば、新規参入者が自らそのLNG基地を建設すること

は決して容易ではないため、競争を活性化させるための制度として措置したものがLNG基

地の第三者利用制度である。 

ニーズに応じて規模の経済性を活かした一次受入基地を建設し、ＬＮＧ基地の第三者利

用を制度的に措置することは合理的である。 

⚫  一次受入基地建設の場合と比べ、サテライト基地建設に必要となる投資額は少額であるこ

と、必要面積が小さいことから立地可能地点の選択肢が豊富である。そもそもLNG基地は

競争部門に係る設備であることには留意する必要がある。貯槽容量あたりの初期費用が一定

程度高くても一次受入基地に比べれば建設は容易であることから、必ずしも第三者利用の制

度的措置が必要とは言い切れず、まずは事例を積み重ねることが必要と考えられる。 

⚫  サテライト基地について具体的な利用の申出あるいは利用の問い合わせが行われた事例

はないことから、具体的な事例が蓄積される中で、今後「適正なガス取引についての指針」

以上の制度的措置を講じる必要性が認められた場合に具体的な措置を検討することとする。 

 

委員から 

⚫  小規模の新規参入者を呼び込むことの重要性が指摘されるようになっていることから、事

務局が指摘している通り具体的な事例の蓄積を待ちたいと考える。 

⚫  具体的なニーズが出てきて、色々と問題が起こってルール化したほうが良いとなれば、再

度検討することと理解しており、具体的なニーズがはっきりしていない、あるいは交渉困難

だとはっきりしていないのにも拘らず、あらかじめルールを作ることの重要性は無いと考え

る。 

 

座長から 

⚫  整理については、異論が無かったことと考え、事務局で基本的な対応をして頂きたい。 

 

議題２ 

＜熱量バンド制に関する検討について＞ 

⚫  事務局より、「熱量バンド制に関する機器調査への影響調査」の報告と、日本ガス協会よ

り、「熱量バンド制移行における留意点」について、東京電力エナジーパートナーより、「熱

量バンド制導入の必要性」についてプレゼンがあった。 
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委員から 

⚫  知識が十分でない多数の消費者や小規模事業者に、熱量バンド制移行に伴う安全の周知徹

底などをする費用は莫大になると感じた。 

⚫  検討に当たっては、ガスの需要家に不便が無い方法に、重みを付けるべきだと思う。標準

熱量制も選択肢に入れた検証が肝ではないか。 

 

⚫  短期的メリットはあまりないかもしれない。ただ、産業政策として何を目指すか、という

中期的なメリットも併せて考えるべき。 

⚫  熱量調整が完全に不要とならなければ効果は限定的だ。欧州では低炭素社会を見据えて低

熱量のバイオガスや水素をパイプラインに注入する検討もある。バンド制から目を背ければ、

ガス業界が将来生き残るビジョンを描く責務は重くなる。 

 

以上 
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